
 

 

 

「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」の  

早期国会提出を求める声明（案）  

 

 

 今国会の会期末が９月８日に迫っているにもかかわらず、国出先

機関の事務・権限の移譲に係る標記の法律案は、未だ提出されてい

ない。  

今国会への法律案の提出は、野田内閣総理大臣も繰り返しその決

意を明らかにされていながら、今に至っても提出の前提となる閣議

決定すらなされていないことは、誠に残念である。  

昨年来、関西広域連合は法律案の取りまとめに向け、政府ととも

に真摯に議論し、構成団体と協力して市町村等への説明に努めてき

た。また、本年８月１４日には区域内の全ての政令市の加入が実現

し、国出先機関の受け皿としての体制がいっそう整ったところであ

る。  

ついては、政府においては法律案を早急に国会へ提出し、その早

期成立を期することを強く求める。  

 

 

平成２４年８月２３日  

 

関西広域連合  

連合長  兵庫県知事  井  戸  敏  三  

副連合長  和歌山県知事  仁  坂  吉  伸  

委員  滋賀県知事  嘉  田  由紀子  

委員  京都府知事  山  田  啓  二  

委員  大阪府知事  松  井  一  郎  

委員  鳥取県知事  平  井  伸  治  

委員  徳島県知事  飯  泉  嘉  門  

委員  京都市長  門  川  大  作  

委員  大阪市長  橋  下  徹  

委員  堺市長  竹  山  修  身  

委員  神戸市長  矢  田  立  郎  
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近畿市長会・近畿府県町村会長会との意見交換会について 

  

「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」については、政

府・与党において、今国会中への提出に向けて調整等が進められている。 

 各構成府県では、関係市町村と法案等について意見交換を行っていただいて

いるところであるが、関西広域連合においても、下記日程により、近畿市長会

及び近畿府県町村会長会と、法案や今後の関西広域連合と市町村との関わり方

などについて意見交換を行うこととする。 

記 

 

１ 日 時   平成 24 年９月 17 日（月・祝日）午後１時 30 分～午後３時 

２ 場 所   リーガロイヤル NCB ２F「淀の間」 

（大阪市北区中之島６丁目２番 27 号 中之島センタービル内） 

３ 出席予定者 

【近畿市長会】    会長、副会長、理事ほか    

    【近畿府県町村会長会】各府県会長、副会長ほか 

    【関西広域連合】   井戸連合長、嘉田国出先機関対策委員長ほか 

 

資料２－２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【移管後】 【現状】 

県事業 

（総合交付金） 

本省 整備局 県 事務所 
財
務
省 ①ヒヤリング 

②調書作成 

③調書提出 
ヒヤリング 

⑤調書提出 
ヒヤリング 

⑥要求書作成 

⑦予算 
要求 

⑨予算令達 

 

市町 

①要求内容 
事業説明 

④とりまとめ 
【経由】 

直轄事業 

本省 整備局 県 市町 
財
務
省 

①ヒヤリング 

③要求内容 
事業説明 

④調書提出 
ヒヤリング 

⑤要求書作成 

⑥予算 
要求 

（整備局） 
事務所 

②調書作成 
【要望額を調整】 

 

③（必要に応じて）事業説明 

⑨通知 

市町事業 

（総合交付金） 

本省 整備局 県 市 町 
【単独の整備計画】 

財
務
省 

②調書作成 

③調書提出 
ヒヤリング 

④とりまとめ 
【経由】 

⑤調書提出 
ヒヤリング 

⑥要求書作成 

⑦予算 
要求 

⑧整備計画単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

①調書提出 
ヒヤリング 

市 町 
【県と合同の整備計画】 

①調書提出 
ヒヤリング ⑨県・各市町に

配分 

⑩各市町に
額を通知 

※斜字は国や県による調整部分 

市町事業 

（総合交付金） 

本省 広域連合 県 市 町 
【単独の整備計画】 

財
務
省 

②調書作成 

③調書提出 
ヒヤリング 

④とりまとめ 

⑤調書提出 
ヒヤリング 

⑥要求書作成 

⑦予算 
要求 

①調書提出 
ヒヤリング 

市 町 
【県と合同の整備計画】 

①調書提出 
ヒヤリング ⑨県・各市町に

配分 

⑩各市町に
額を通知 

※斜字は国や県等による調整部

分 

県事業 

（総合交付金） 

本省 県 事務所 
財
務
省 ①ヒヤリング 

②調書作成 

③調書提出 
ヒヤリング 

⑤調書提出 
ヒヤリング 

⑥要求書作成 

⑦予算 
要求 

⑨予算令達 

 

市町 

①要求内容 
事業説明 

④とりまとめ 

広域連合 

直轄事業 

本省 県 市町 
財
務
省 ③要求内容 

事業説明 
④調書提出 
ヒヤリング 

⑤要求書作成 

⑥予算 
要求 

②調書作成 

【要望額を調整】 

 

広域連合 

③（必要に応じて）事業説明 

実施計画作成に伴う意見聴取 

①ヒヤリング ⑨通知 

⑧整備計画単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

⑧事業箇所単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

⑧整備計画単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

⑧整備計画単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

⑧整備計画単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

⑧整備計画単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

⑧事業箇所単位に 
予算配分・予算内示 
※HPで全国一斉公表 
 

※ 現行のまま予算配分権が移譲されないことを想定 

（広域連合） 
事務所 

兵庫県資料  国土交通省（地方整備局）事業における事業決定までの流れ 

１ 

※「社会資本整備総合交付金 予算内示のサンプル」（別紙１（p2））参照 

※「直轄事業の事業計画のサンプル（H24年度要求時点の例）」（別紙２（p3））参照 

※「社会資本整備総合交付金 予算内示のサンプル」（別紙１（p2））参照 



平成24年度予算　社会資本整備総合交付金の配分

（兵庫県）
通常分 （単位：千円）

計画名 計画策定主体 配分国費 備　考　

幹線道路のネットワーク強化による
地域の活性化及び連携強化

Ｄ市における人と環境に配慮した
みちづくり

頻発する自然災害に対する安全・安心
の確保

良質な水環境の創造並びに下水道
施設の安定的かつ効率的な管理

Ｇ市公共下水道事業～ひと・都市・
地球環境を守り育てる下水道をめざ
して～

Ｈ市における下水道施設の機能向上
と適正な維持管理

兵庫県住宅市街地基盤整備計画 兵庫県、Ｎ市ほか３市 1,603,279

L市 67,000

兵庫県地域住宅等整備計画 兵庫県、Ｍ市ほか３９市町

○○地区都市再生整備計画 Ｊ市 140,800

3,362,441

Ｏ市における安全・安心で快適な住環
境と魅力ある生活環境の創造

O市 114,879

△△地区都市再生整備計画 K市 67,600

Ｂ市 2,639,754

兵庫県 3,297,700

Ｇ市 3,811,900

兵庫県、F市ほか６市町 6,091,100

104,774兵庫県、Ｅ市ほか４市

Ｌ市における安心・安全で防災性の高
い「緑豊かなまちづくり」

2,052,500Ｈ市

Ｉ市における循環のみち実現 Ｉ市 1,203,500

兵庫県、Ａ市ほか３６市町

活力ある兵庫の港づくり

Ｄ市 511,500

元気で安全・安心な兵庫のみちづくり 6,924,035

C市 375,000

国際観光都市（Ｂ市域）における観光客
や住民の移動の利便性・安全性の向上

道路 

道路 

道路 

道路 

港湾 

河川・砂防・

下水道 

下水道 

下水道 

県・市町の合同の整備計画の例 

県・市町の合同の整備計画の例 

市町単独の整備計画の例 

住環境整備 

下水道 

まちづくり 

公園 

社会資本整備総合交付金 予算内示のサンプル 

住宅 

まちづくり 

住宅基盤 

市町単独の整備計画の例 

県単独の整備計画の例 

県・市町の合同の整備計画の例 

市町単独の整備計画の例 

整備計画単位の合計国費が示される 

2 

別紙１ 



平成24年度　兵庫県における事業計画（H24年2月）（道路関係〔直轄〕）

改築事業（幹線道路ネットワーク整備） （単位：百万円）
全体事業費

（億円） 事業費 負担金

用地進捗率約７１％
・用地推進： ・用地推進： 事業進捗率約４１％
　　△△工区土地区画整理事業 　　<○□～△□地区（Ａ=1,500㎡）> 平成23年度　○□×橋交差点
　　　　　公共施設管理者負担金（Ａ=3,300㎡） 　　△△工区土地区画整理事業 Ｌ=0.3㎞　肯定２車線供用予定（2/4）
　　□□地区（Ａ=800㎡） 　　公共施設管理者負担金（Ａ=11,600㎡） 平成27年度
・工事推進： ・工事推進：<□□地区改良工事（Ｌ=50m）> Ａ市××町△△～同町○□
　　○△地区保全水路改良工事（Ｌ=500m）                 <○×地区改良工事（Ｌ=50m）> Ｌ=1.8㎞　完成4車線供用予定（4/4）
　　□○地区～○△地区改良工事（Ｌ=8,200m） 　　　　　　　取得用地管理工事　　　 平成28年度以降
・調査推進：鉄道交差部設計 Ａ市××町○□～Ｂ市×□△

Ｌ=6.4㎞　完成4車線供用予定（4/4）

用地進捗率約７１％
・用地推進： ・用地推進：<Ｃ町○×区×△ 事業進捗率約４９％
　　Ｃ町○×区×△地先（Ａ=1,300㎡） 　　　　　　　 　～日影地区　Ａ=2,000㎡> 平成28年度以降　Ｃ町×○区×△　
・調査推進：□△地区設計 ・調査推進：<□△地区調査設計> Ｌ=3.1㎞　完成２車線供用予定（2/2）

・工事推進：取得用地管理工事 ・工事推進：<取得用地管理工事> 用地進捗率約８２％
・調査推進：○×～△□地区設計 ・調査推進：<○×～□△地区設計> 事業進捗率約８０％

平成28年度以降　Ｄ市○×～□△
Ｌ=2.4㎞　完成２車線供用予定（2/2）

用地進捗率約３０％
・用地推進：○×地区物件補償 事業進捗率約５９％
・工事推進：現道部整備工事（Ｌ=100m） ・工事推進：○×地区改良工事（Ｌ=５0m） 平成28年度以降　Ｅ市○×町□□　
・調査推進：道路台帳作成 　　　　　　　　　　　　～同町○□△

Ｌ=4.７㎞　暫定２車線供用予定（2/4）

・工事推進：新☆☆大橋（上り）上部工事 Ｈ23　Ｆ市○×町～同市×△□
　　　　　　　 新☆☆大橋（鉄道委託）（Ｌ=80m） ― Ｌ=2.1㎞　完成４車線供用予定（4/4）
・調査推進：埋蔵文化財調査 Ｈ２３完了

・用地推進：○□地区占用物件移設補償 ・用地推進：<○□地区（Ａ=4,000㎡）> 用地進捗率約９３％
・工事推進：○△地区舗装工事（Ｌ=300m） ・工事推進：<取得用地管理工事> 事業進捗率約３７％
・調査推進：○□～××町○□△設計 ・調査推進：○△地区調査設計 平成28年度以降　
　　　　　　 　埋蔵文化財調査 Ｆ市○△～同市××町○□

Ｌ=5.2㎞　暫定２車線供用予定（2/4）

用地進捗率約６８％
・用地推進：××町地区（Ａ=3,100㎡） ・用地推進：○△町地区占用物件移設補償 事業進捗率約８３％
　　　　　　　 墓石移転補償 　　　　　　　 墓地移転補償 平成26年度　
・工事推進：○△町地区改良工事（Ｌ=410m） ・工事推進：□□トンネル工事（Ｌ=200m） 供用必要額 Ｇ市○□町××字○△～△□
・調査推進：○△町地区設計 　　　　　　　 ○△町地区改良工事（Ｌ=200m） ８～９億円程度 Ｌ=1.4㎞　完成４車線供用予定（4/4）

　　　　　　　 ×△町地区改良工事（Ｌ=100m） 平成28年度以降
・調査推進：○△町調査設計 Ｇ市○□町××～××町○□字×○

Ｌ=2.4㎞　完成4車線供用予定（4/4）
平成28年度以降
Ｇ市○□町○□字×○～Ｇ市△○町
Ｌ=2.9㎞　完成4車線供用予定（4/4）

備　考
平成２３年度当初

箇所名 事業規模 Ｈ23年度事業内容 Ｈ２４年度予定事業内容

○○△△道路 Ｌ=8.6㎞ 324 485 162

Ｈ２４年度事業年度
進捗見込み

路線名

―～１億円程度国道×号 ××峠除雪拡幅 Ｌ=4.6㎞ 187 79 26

５～８億円程度国道○号

Ｌ=6.0㎞ 350

629 210国道□○号 ☆☆バイパス Ｌ=2.１㎞ 50

10 3 ―～１億円程度

国道□号 ○○×バイパス Ｌ=6.2㎞ 250 20 7 ０．４～１億円程度

国道△号 □○バイパス

―

国道□○号 ☆☆北バイパス Ｌ=５.２㎞ 400 100 33 ０．２～１億円程度

国道△□号 ○□道路 Ｌ=10.6㎞ 850 283 94

直轄事業の事業計画のサンプル（H24年度要求時点の例）

翌年度の事業予定を幅を持
たせた形で提示

当該年度 翌年度

道路事業の例

別紙２
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整備局 

 

災害現地 

大規模土砂災害の緊急対応 

大規模災害時（台風第 12号等）に国が行う主な緊急対応の流れ 

TEC-FORCE派遣 

②緊急調査 

概要 

(１)派遣の手順 

  国土交通大臣の指揮を受けて整備局から派遣 

(２)派遣要請 

  整備局と各地方自治体との災害時応援協定に基づく要請により派遣 

 （協定未締結の自治体に対しては、発災時の相互連絡により活動） 

(３)内容 

  ①現地調査 

  ②緊急対応 （輸送路確保、ﾎﾟﾝﾌﾟ排水等） 

  ③自治体支援（連絡要員派遣、通信車による通信網確保等） 

  ④指導助言 （応急対策立案実施､被災箇所の危険度予測等） 

(４)対象災害 

  各機関が管理する公共施設災害 

活動概要 

(１)指揮系統 

  土砂災害防止法に基づき大臣の指示により整備局が実施 

(２)派遣要請 

  不要（国は区域を管轄する都道府県知事に事前通知） 

(３)内容 

 ①緊急調査 

 ②市町村への通知､一般への周知（土砂災害が想定される区域･時期） 

(４)対象災害 

  概ね10戸以上の人家に被害が想定される高さ20m以上の河道閉塞 

(参考) 

  緊急調査後の対策工事は、砂防法に基づき区域指定を行い、国･県で実施 

大規模土砂災害の緊急対応 

①指示 
本省 

 

災害現地 ②緊急調査 ①指示 
広域連合 本省 

活動概要 

(１)指揮系統 

  土砂災害防止法に基づき大臣の指示により広域連合が実施 

(２)派遣要請 

  不要（国は区域を管轄する都道府県知事に事前通知） 

(３)内容 

 ①緊急調査 

 ②市町村への通知､一般への周知（土砂災害が想定される区域･時期） 

(４)対象災害 

  概ね10戸以上の人家に被害が想定される高さ20m以上の河道閉塞 

(参考) 

  緊急調査後の対策工事は、砂防法に基づき区域指定を行い、広域連合･県で実施 

大規模災害の規模に応じて本省の
指示により他の整備局等も支援 

概要 

(１)派遣の手順 

  国土交通大臣の指示等を受けて広域連合から派遣 ※広域連合には遵守義務等が生ずる 

(２)派遣要請 

  広域連合が業務を行う地方整備局と各地方自治体との災害時応援協定に基づく要請により派遣 

 （協定未締結の自治体に対しては、発災時の相互連絡により活動） 

(３)内容 

  ①現地調査 

  ②緊急対応 （輸送路確保、ﾎﾟﾝﾌﾟ排水等） 

  ③自治体支援（連絡要員派遣、通信車による通信網確保等） 

  ④指導助言 （応急対策立案実施､被災箇所の危険度予測等） 

(４)対象災害 

  各機関が管理する公共施設災害 

大規模災害の規模に応じて本省の
指示により他の整備局等も支援 
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大規模災害の規模に応じて本省の
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国土地理院 

広域連合災害対策本部の下、広域防災局や

広域医療局とともに総合的な対策を実施 

４ 

広域連合災害対策本部の下、広域防災局や

広域医療局とともに総合的な対策を実施 


